
（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

19年度末 20年度末 対前年増減額 増減理由 19年度末 20年度末 対前年増減額 増減理由

（負債の部）

流動資産 流動負債

　現金及び預金 845       3,045     2,200     　有価証券からの振替等による増 リース債務 （短期） 0          0          △0       

　有価証券 9,200     7,200     △2,000 
　保険金支払いのための預金振
替等による減 引当金 21         17         △3       

未収金 355       411       55         　回収金に係る未収金の増加等による増 政府事業交付金 507       448       △59      

　短期貸付金 19,386   18,962   △424    
　長期貸付金からの振替額の減
少等による減 支払備金 2,980     158       △2,821 

　協会の年度末代弁の減少によ
る減

その他流動資産 142       133       △9       その他の流動負債 7          5          △2       

流動資産合計 29,928   29,750   △178    流動負債合計 3,515     630       △2,886 

　

固定資産 固定負債

　有形固定資産 11         12         1          リース債務 （長期） 0          0          △0       

無形固定資産 14         12         △2       引当金 276       283       8          

投資その他の資産 40,533   38,499   △2,034 　有価証券への振替等による減 責任準備金 3,180     3,559     379       
　保険引受額の減少、保険金
支払額の増による増

固定資産合計 40,558   38,523   △2,035 固定負債合計 3,456     3,842     386       

6,972     4,472     △2,500 

（純資産の部）

 資本金

政府出資金 61,545   61,545   -          

民間出資金 2,868     2,868     -          

　 資本金合計 64,413   64,413   -          

 資本剰余金

特別出えん金 104       120       17         

資本剰余金合計 104       120       17         

 繰越欠損金（△）

積立金 700       -          △700    　19年度損失の処理による減

当期未処理損失 △1,701 △731    970       

うち当期総損失(△)又は当期総利益 (△1,701) (270) (1,972) 

繰越欠損金（△）合計 △1,002 △731    270       

63,515   63,802   287       

70,486   68,273   △2,213 70,486   68,273   △2,213 

（単位：百万円）

19年度 20年度 対前年増減額 増減理由 19年度 20年度 対前年増減額 増減理由

経常費用 経常収益

　事業費 事業収入

　 保険事業費 4,732     7,503     2,771     　保険金支払いの増加等よる増 保険事業収入 2,725     7,406     4,681     　支払備金戻入の発生等による増

　一般管理費 384       342       △42      貸付事業収入 29         49         20         

人件費 256       231       △25      事業収入合計 2,754     7,455     4,701     

直接業務費 25         24         △2       財務収益 658       625       △32      

管理業務費 49         46         △3       雑益 3          36         33         

賞与引当金繰入 21         17         △3       経常収益合計 3,415     8,116     4,701     

退職給付引当金繰入 23         17         △6       

減価償却費 10         7          △3       

　財務費用 0          0          △0       

経常費用合計 5,116     7,846     2,729     

経常利益 -          270       270       経常損失 1,701     -          △1,701 

当期純利益 -          270       270       当期純損失 1,701     -          △1,701 

当期総利益 -          270       270       当期総損失 1,701     -          △1,701 

5,116     8,116     3,000     5,116     8,116     3,000     

科　　　　　　　目

資産合計

純資産合計

損　益　計　算　書　

負債純資産合計

（漁業信用保険勘定）

科　　　　　　　目

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計

負債合計

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

（資産の部）

貸　借　対　照　表　



（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

Ⅰ 業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 552 △ 2,410 △ 2,962 　保険金の支払増等による増

Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 490 4,594 5,085 
　有価証券償還による収入の増加等による増
　（保険金支払に充てるための運用切り換えのた
め）

Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 18 16 △ 1 

Ⅳ 資金増加額 79 2,200 2,121 

Ⅴ 資金期首残高 766 845 79 

Ⅵ 資金期末残高 845 3,045 2,200 

キャッシュ・フロー計算書

科　　　目 対前年増減額 増減理由19年度 20年度



行政サービス実施コスト計算書
（漁業信用保険勘定） （単位：百万円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算上の費用

事業費

保険事業費 4,732 7,503 2,771 　保険金支払の増加による増

一般管理費 384 342 △ 42 

財務費用 0 0 △ 0 

(2) （控除）自己収入等

事業収入

保険事業収入 △ 2,359 △ 4,681 △ 2,322 　支払備金戻入による増

貸付事業収入 △ 29 △ 49 △ 20 

財務収益 △ 658 △ 625 32 

雑益 △ 3 △ 36 △ 33 

業務費用合計 2,067 2,454 387 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額 7 7 △ 0 

Ⅲ 機会費用

政府出資等の機会費用 785 825 40 　国債利回りのアップによる増

Ⅳ 行政サービス実施コスト 2,859 3,285 426 

（注） 国民１人当たりの行政サービス実施コスト　　19年度　22.4円　　20年度　25.7円

※ 国勢調査の確定人口を用いて算出

科　　　目 対前年増減額 増減理由19年度 20年度



決 算 報 告 書

（単位：百万円）

19年度 20年度 対前年増減額 増減理由

収入

受入事業交付金 429              2,665           2,237           

事業収入 21,549          21,744          194              

保険事業収入 2,206           1,805           △402           　回収資産の劣化等に伴う減

貸付事業収入 19,343          19,939          596                倒産廃業者の増加に伴う貸付金の増加等

運用収入 653              634              △19            

その他の収入 22                52                30                

計 22,653          25,095          2,442           

支出

事業費 21,711          27,156          5,445           

保険事業費 2,533           7,124           4,591           　19年度支払備金分の支払い及び協会代弁の増加による増

貸付事業費 19,178          20,031          854              
  貸付原資（長期貸付金の貸付分）の増加等によ
る増

一般管理費 361              339              △21            

直接業務費 25                30                4                 

管理業務費 52                46                △6              

人件費 283              263              △20            

計 22,072          27,495          5,423           

区分

（漁業信用保険勘定）




